高知県周産期医療体制整備計画（素案）に関する意見公募の結果について
高知県周産期医療体制整備計画（素案）について、平成２３年１月１８日から平成
２３年２月１８日まで県民の皆様からご意見を募集したところ、７名の方から１１件の
ご意見等をいただきました。お寄せいただいたご意見とご意見に対する考え方について
下記のとおり取りまとめましたので、公表します。

ご意見をお寄せいただいた方に厚くお礼申し上げます。

	ご意見の概要
	ご意見に対する考え方

	ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）を６床増床するということであるが、その６床増床のもっと詳しい説明が必要ではないか。
	計画の参考資料の中に説明資料を入れるようにします。

	医療体制整備のためには、ハード面も重要であるが、さらに人員の確保が重要課題と思われる。助産師の人員確保の具体案を示してほしい。現在行っている対策と、その効果を情報開示してほしい。


	助産師確保対策として、次のような取組をしています。

・助産師緊急確保対策奨学金制度を平成20年度に創設（平成20～22年度貸与者数19名）

・平成23年度から高知大学医学部の大学院教育において助産師を養成
・平成24年度から高知女子大学の定員を４名から８名に増員
なお、助産師の確保については、高知県保健医療計画の中で検討してまいります。


	県立助産師学校の復活が必要と考える。現在の高知県の助産師教育の定員ではとうてい不足している。特に高知県出身で高知県に定着する助産師の育成が必要である。
	

	先行県を参考にしながら、セミオープンシステムを早急に実施してほしい。
	基幹病院の意向も確認しながら、早急に検討を進めてまいります。

	低出生体重児の原因は喫煙が原因ではないか。高知県は妊婦の喫煙率が高いような気がする。まずは、妊婦教育が必要ではないか。


	日本一の健康長寿県構想の「母体管理の徹底」において、低出生体重児防止対策に取り組んでいます。その取組において、平成23年度は妊婦さんへの定期健診受診勧奨だけでなく、妊娠中の健康管理や思春期からの健康教育といった啓発に取り組むようにしています。

なお、この計画は、医療体制に特化したものとし、妊婦教育等については、日本一の健康長寿県構想や高知県保健医療計画において取り組んでまいります。



	全国的に未熟児が増えており、妊婦に対する食事指導、定期健診等の啓蒙活動が必要である。新生児医療はある程度限界のため、生まれる前の管理の方が重要になってくる。


	


　
